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昨年9月の「砂防ソイルセメント施工便覧（平成28年版）」発行に伴い、多方
面からの要望により5月9日砂防会館シェーンバッハサボーにおいて、講習会を
開催しました。本講習会は、砂防ソイルセメントの普及に向けて発刊された本便
覧の改訂における重要な項目の説明、また砂防ソイルセメント工法が施工されて
以降、全国各地より寄せられた多くの知見から、その活用事例の紹介を行った
ものです。来賓に国土交通省西山砂防部長を迎え、約200名の方々に聴講頂き
ました。以下がその概要です。なお、便覧購入詳細はP41をご覧ください。

平成23 年に初版の便覧が発刊された時は、ソイルセ
メントに適用できる粒度分布を示した図が掲載され、現
地発生土がソイルセメントとして使用できるかどうかと
いうことが重要な項目であった。その後、ソイルセメン
トの使用が増えるに伴って進歩があり、クラッシャラン
等による粒度調整や製鋼スラグを用いた改良を行うこと
により、ほとんどの現地発生土はソイルセメントとして
使用できるという認識に変わってきた。これが今回の改
訂のきっかけとなった。

戦後のセメント不足の時代には、貧配合コンクリート
や粗石コンクリートが用いられたことがある。その後、六
甲砂防事務所で、堰堤の除石で出た土砂が産業廃棄物と
みなされ処理費用が掛かるので、その除石土砂にセメント
を混ぜて堰堤上流の両岸に積み上げて仮置きが出来ない
かという検討から、砂防ソイルセメントの研究が始まっ
た。雲仙普賢岳では基幹堰堤の建設において、流出土砂
が大量にあることからコンクリートではなくソイルセメン
トを活用できないかという検討の結果、無人化施工を行
うために越流部はコンクリートの「RCD」工法を用い、

非越流部にはソイルセメント（砂防CSGと呼ばれていた）
を用いることになった。この時はコンクリートの代替とい
うことで高強度のソイルセメントが使用された。

砂防ソイルセメントの利点としては、ゼロエミッショ
ン、コスト縮減、工期短縮が挙げられる。特に工期短縮
に非常に大きな効果があることは、熊本県阿蘇地方の災
害対応の事例でも実証されている。砂防ソイルセメント
の検討を通して、砂防構造物は砂礫の越流があるために、
天端や下流法面は耐摩耗性のある高強度の材料が必要だ
が、堤体内部までコンクリートのような高強度の材料が
本当に必要であるかという問題が提起されることになっ
た。砂防構造物は何を目的としており、必要な性能は何
かという基本に立戻って考えて頂きたいと思う。

新しい技術が出てくると、必ず問題があると言われる。
技術的な問題に対しては解決する方法を考えれば良い。
例えば、凍結融解に対しては外部保護材を用いれば良く、
六価クロムに対しては丁寧な試験管理を行えば良い。ま
た強度については改良材を用いて粒度調整を行い、施工
効率に対しては機械化することで改良してきた。これら

砂防ソイルセメント施工便覧（平成28年版）発行と
その改訂ポイントについて−講習会概要−
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平成14年に「砂防ソイルセメント活用ガイドライ
ン」が発刊され、砂防ソイルセメントの活用事例等の紹
介がされた。その後、平成23年に「砂防ソイルセメン
ト設計・施工便覧」が発刊され、実際に施工事例が増
えてきたが、それと同時に施工現場の方から「便覧の
内容に従って施工しているが、所定の強度が発現しな
い」という質問が寄せられた。便覧の内容を確認する
と、現地発生土の粒度分布を調べてその粒度によって
発現する目標強度レベルを設定しているもので、
使用する土砂や施工に関しては詳しく記載がさ
れていた。ところが、セメント量と水量が強度
発現にどの様な影響を与えるかといった、配合
に必要な事項がわかりにくいものであったと思
う。そこで、今回の改訂にあたっては、セメン
トと水の量の決め方をわかりやすく記載した。
便覧の内容を基に配合設計することで、品質の
確保されたソイルセメントが施工出来るものと
している。

本便覧の改訂ポイントは、圧縮強度2.0N/
mm2を境界に、強度区分を2つに設定した所で
ある。2.0N/mm2 未満の範囲では、ソイルセメ
ントは土質改良的な強度特性を示すものである。
一方、2.0N/mm2 以上の範囲では、セメントの
水和反応により、土砂が硬化していることが保
証できる強度を持つものであり、コンクリート
的な強度特性を示す。本便覧では、後者の
2.0N/mm2 以上を適用範囲としている。また、
セメントと水の量を決めるために、現地発生土
や改良材を混合した土砂に対して、使用セメン
ト量や含水比を変化させて、セメント量とピー
ク強度含水比を配合試験により求め、最適な配
合条件を得るようにしている。

また、これまで砂防ソイルセメントには、
「INSEM」工法と「ISM」工法の2つがあった
が、今後の普及を考えわかりやすくなるように、

施工方法及び材料特性による使い分けを行い、「転圧タ
イプ」と「流動タイプ」に名称を変えた。特に「流動タ
イプ」については、「転圧タイプ」では使用できないよう
な細粒分含有率が20％以上の現地発生土砂でも、水で
流動させるので、細粒分が多くても使用できるという特
徴がある。しかしまだ施工事例が少ないため、今後の施
工事例の増加に伴い、次回の改訂では詳しく記載するこ
とが今後の課題である。

講演

2 「砂防ソイルセメント施工便覧」の改訂ポイント
嶋　丈示　しま じょうじ

（一財）砂防・地すべり技術センター　砂防技術研究所次長

流動タイプの材料構成

土砂 セメントミルク
流動性を維持できるセメント量

土砂と混合後のスランプ値
（5～20cm）

（200～300kg/m3 程度）

流動性を持たせる水量

セメント

水

土中水

土粒子

自然含水比

細粒分含有率（>20％）　→転圧不可

空隙

転圧タイプの材料構成

土砂 セメント粉

水和反応に必要な水量
最適含水比

セメント
水

土中水

土粒子 細粒分含有率（<20％）
（10％以上の場合、粒度調整） →転圧可

（100～200kg/m3 程度）
全体に行き渡るセメント量

締固め

水和反応空隙

の問題をいくつも解決してきた結果が今回の改訂である。
今後の課題としては、透過型砂防堰堤との組み合わせ

が考えられるが、これは熊本県の災害対策でも多く計画
されており現在進行中である。最大骨材径について、現
在では転圧の問題から最大値を規定しているが、必要な
性能からすると本当に転圧を頑張る必要があるのかとい
う疑問がある。また、外部保護材に関してはさまざまな

タイプがあるが、もっと安価で安定したものがあるので
はないかと思う。コストや歩掛については問題もあるよ
うだが、現場からの問題提起を受けて、改善されていく
ものと考えている。改訂された本便覧を実際に運用する
と必ず問題が出てくると思うが、是非そういう問題を質
問として出して頂き、共に検討し、解決して、次の改訂
に繋げて行きたく、皆様のご協力をお願いしたいと思う。
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平成23年の紀伊半島大水害では、奈良・和歌山・三
重の3県で100件を超える土砂災害が発生した。その
中でも合計17箇所で河道閉塞が発生し、5箇所では大
規模な河道閉塞により非常に大きな天然ダムが形成され
た。それらの河道閉塞に対しての緊急的な対策工事とし
て、湛水池から越流しても、安全に水を流すための仮排
水路の設置が行われた。その後恒久的な対策工事として、
崩壊した大量の土砂を活用し、砂防堰堤等の設置を行う
ことが最善策とされ、砂防ソイル
セメントの積極的な活用を図るこ
とになった。

赤谷・北股・熊野地区では、転
圧タイプ（INSEM）の砂防ソイル
セメントを用いた砂防堰堤が設置
された。赤谷地区の1号砂防堰堤
では、上流勾配が1：0.85と緩い
勾配であり、上流壁面材の近くで
は締固めの機械による転圧ができ
ないため、壁面から1.5mの範囲
では、転圧が不要で流し込める流
動タイプ（ISM）を組み合わせて
使用した。また有効活用というこ
とで、流路工では2mの厚さでソ
イルセメントによる被覆を行い、
流 路 表 面 の 保 護 を 行 っ て い る
図-1。

赤谷地区におけるソイルセメン
トのメリットとしては、コンク
リートを用いた場合、工期が約
7 ヶ月であるが、ソイルセメント
を用いた場合には約4 ヶ月と　約
3 ヶ月の工期短縮の効果があった。
また、工事費ではコンクリートを
用いた場合の約4.3億円と比べて、
ソイルセメントを用いた場合に約
2.9億円と約1.4億円（3割）の
工事費縮減の効果があった。なお
本現場は、施工ヤードが広く現地
発生土の粒度分布も良い、ソイル
セメント施工に適した場所であっ
た図-2。

これらのことから、砂防ソイル
セメント施工における利点として
は、①現地発生土砂の利用、②幅広い

適用が可能、③施工条件の緩和、④安全生の向上、があ
り特に転圧タイプの砂防ソイルセメントでは、1日の打
設高さ制限もなく、養生期間の必要もないことから、連
続打設が可能であり、大幅な工期短縮が可能である。一
方、課題としては、①材料の不均一性、②配合試験、試
験施工期間の必要性、③施工ヤードの確保、④大礫が多
い現地発生土砂の処理、⑤災害リスク（事故）の重大
化、が挙げられたが、今後克服されていくものと考える。

講演

3 紀伊山系砂防事務所における砂防ソイルセメント活用事例
木村 佳則　きむら よしのり

国土交通省近畿地方整備局紀伊山系砂防事務所副所長（技術）

図-1

図-2
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今回の便覧改訂の中で新しく章立てを行った際に、一
番大きく変わった所が「第2章　要求性能」であり、そ
の中で下記に示す①〜⑦が本章の主な改訂内容である。
① ソイルセメントの要求性能

要求性能としては、「内部発生応力に抵抗できる強度
を有すること」、「水和反応により材料が硬化しているこ
と」、「設計外力に抵抗できる重量を有すること」、「剛体
性状を構築することができること」の4 点が挙げられる。
② ソイルセメントの強度管理

前便覧で用いた「目標強度」の考え方や使い分けを行
わず、以下の「設計基準強度」・「最小管理強度」・「現場
強度」・「配合強度」の4つの強度による品質管理の考え
方を新たに設定し、ソイルセメントの強度管理を行うも
のとしている図-1。
③ 適用範囲および部位

砂防堰堤、床固工、導流堤などの地上構造物を主な対
象とした。現場強度は、全ての施設、部位で2.0N/
mm2 以上を満足することを原則としている。また、流
水・土石流が直接作用する部位（堰堤本体、袖部、水
叩、側壁等）については、表面をコンクリート等の耐久
性のある材料で保護する必要がある。間詰工、人工地山、
側壁護岸埋戻し部等、高所部や狭隘部での施工となる部
位については、締固めや転圧が不要となる「流動タイプ」
が有利となる場合がある。今後、流動タイプの施工実績
の蓄積と検証が必要である。
④ 最小管理強度

水和反応により材料が硬化していることが保証できる
強度のことである。これは、水和反応により土砂を硬化
させることで剛体性状を保証し、長期強度の
増加が見込め、長期安定性（耐久性）を充足
することを要求性能としたものである。

様々な材料を用いた試験データより、土砂
の種類が異なっても水和反応領域の開始点は、
2.0N/mm2 前後と一定を示す。すなわち、最
小管理強度2.0N/mm2 以上が得られれば、
明瞭な水和反応が得られると判断した図-2。
⑤ 現場強度

本施工時において管理する圧縮強度の下限
値のことであり、設計基準強度と最小管理強
度を比較し大きい値としている。既往実績に
よる妥当性や求められる管理精度などから判
断すると3.0N/mm2となる場合が多い。施
工時に強度が大幅に現場強度を上回ったと
しても過大評価とせず、強度が低下傾向に

ある場合にのみ、原因を検討し処置するものとする。
⑥ 配合強度

室内配合試験において、ソイルセメントの示方配合を
決める場合に設定する強度であり、現場強度に安全余裕
度（1.5N/mm2）を見込んだ強度とする。一般的な堤高
15m未満の砂防堰堤の現場管理強度は3.0N/mm2であ
り、配合強度は4.5N/mm2を基本とする。
⑦ 単位体積質量

室内配合試験と施工後に採取したコアの単位体積質量
では10％以内のバラツキが生じることから、配合試験
において計測された単位体積質量の平均値に対して90
〜 100％を設計値とする。設計時の安定計算では、90
〜 100％の幅を持たせて計算を実施した上で、安全側
となる値を用いる。

設計値より実際の施工物の質量が重くなった場合、安定
計算における滑動、転倒条件に対しては安全側となるが、
地盤支持力に対して危険側となることに留意が必要である。

講演

4 砂防ソイルセメントの要求性能
飛岡 啓之　とびおか さとし

パシフィックコンサルタンツ（株）　防災危機管理部砂防室長

図-2

図-1
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平成24年7月の九州北部豪雨災害において、熊本県
阿蘇地方では多くの水害や土砂災害が発生した。その 
後、熊本県では「九州北部豪雨災害からの創造的復旧・ 
復興」として土砂災害のハード対策である災害関連緊急
砂 防事業を実施した。阿蘇地域における災害関連緊急砂
防 事業では、16基の堰堤を計画し総事業費約45億円
の 規 模 で あ っ た が、 災 害 発 生 か ら 約2年 の 平 成
26年9月にすべての砂防堰堤が完成した。この16 基
の堰堤の内、4基について砂防ソイルセメントを用いて
施工を行っている。

砂防ソイルセメントの活用については、工期短縮・コ
スト縮減という目的で取り組んだもので、崩壊土砂や復
旧工事に伴う掘削土砂等の大量の土
砂を有効活用し、加えて集中プラン
ト方式の採用により一括してソイル
セメントを製造することで、品質の
向上、工期短縮、コスト縮減を実現
した。

集中プラント方式とは、各現場で
ソイルセメントを製造した場合、各
種ヤードの確保の難しさ、必要な土
砂量の不足などの問題点を解決する
ため、1 箇所に土砂を集積しソイル
セメントを製造して、各現場へと搬
出するものである。また、管理等の
メリットとしては、各現地発生土の
バラツキにより現場ごとで各試験お
よび管理が必要なところを、集中プ
ラント方式では土砂管理から製造ま
でを1 箇所で行うため各現場での
対応を省略でき、合理化が可能なこ
とである。本現場では、約5万m3

のソイルセメント（転圧タイプ）を
製造した。

次に工期短縮においては、コンク
リートを用いた残存型枠工法で施工
した「東手野川 2」の砂防堰堤で
は、本堤約 7,000m3を4ヶ月（最
大打設量：2,000m3/月）でコン
クリート打設したが、転圧タイプの
ソイルセメントを用いた「坂梨地
区」 の 砂 防 堰 堤 で は、 本 堤 約 
10,000m3を2 ヶ 月（ 最 大 打 設
量：5,000m3/月）でソイルセメ 

ントを打設した。この「坂梨地区」の例ではソイルセメ
ントの集中プラント方式の採用により、通常のコンク
リート堰堤では 6 ヶ月掛かる本堤の施工を、2 ヶ月と約 
4 ヶ月の工期短縮を行うことができた。

阿蘇地域全体での砂防ソイルセメントの総括的な効果
としては、コンクリート堰堤では 9 ヶ月掛かる工期を
7 ヶ月と2 ヶ月の短縮（約30％短縮）、またコンクリー
ト堰堤では4基で11億円掛かるコストを9億円と2億
円の削減（約20％縮減）することができた。最後に砂
防ソイルセメントや集中プラントの取り組みは、大規模
災害時に短期間に集中的に複数の砂防堰堤を建設する場
合には、非常に有効な工法であると考えられる。

講演

5
九州北部豪雨災害からの創造的な復旧・復興における
砂防ソイルセメントの活用

渡邉　勇　わたなべ いさむ
熊本県土木部河川港湾局砂防課主幹
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